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第２回検討会議の協議にあたって①

•【財政状況、財政予測】

•過去と現在の財政状況分析

•今後の人口予測（推移）を踏まえた将来の財政予測

第１回

11月21日（月）1330‐1600

•【行政サービスに関する検討①】

•行政サービスに関する苅田町ならびに周辺自治体などとの比較

第２回

12月８日（木）1330‐1600

•【行政サービスに関する検討②】

•第２回検討内容の続き

•行政評価について

第３回

12月26日1430‐1700

•【公共施設に関する検討】

•苅田町公共インフラ全体での今後のコスト

•人口予測（推移）と人口分布予測による、公共インフラの適正規模

第４回

１月中下旬開催予定

•【歳入増に関する検討、財政健全化に向けた解決方法の検討】

•税率変更や新規導入に伴う歳入増予測

•財政健全化に向けた検討

第５回

２月上旬開催予定

•【解決方法ならびに検討会議報告書案（中間報告）の検討】

•第５回検討内容の続き

•報告書案（中間報告）の検討

第６回

２月下旬開催予定

第１回検討会議の内容：今後４年間で財政調整基金がなくなる可能性あり

歳出減の検討が必要
歳出減に至るための「行政サービス」に関する検討
（２回に分けて実施）
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第２回検討会議の協議にあたって②

行政サービスの検討
サービス水準の高低 （第２・３回検討会議）

• 不交付団体の特殊性の理解

• 比較の対象（県内市町村、不交付団体）を決定し、水準を比較

コストの比較 （第３回検討会議）

• 「市町村決算状況調」の目的別経費を活用し大まかに試算

第２・３回の２回で協議
今回は分析途中の結果を報告
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全国の不交付団体の特徴1
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不交付団体とは①

国から地方交付税の交付を受けずに、財政運営を実施する地方
公共団体（都道府県・市町村）
2009年以降、都道府県の不交付団体は東京都のみ

2016年の不交付団体は、都道府県が１、市町村が76
市町村では大都市圏（関東および静岡県、愛知県）に多く地方は少ない

• 2016年の場合、東京都（11）、神奈川県（８）、千葉県（６）、埼玉県（３）、愛知県（17）、
静岡県（６）など

• 九州は、苅田町と玄海町（佐賀県）のみ
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不交付団体とは②

不交付団体になる条件
基準財政収入額＞基準財政需要額 となる地方公共団体

基準財政収入額

• 地方団体の標準的な税収入の一定割合により算定された地方公共団体の財政
力

• 基準財政収入額＝標準的な地方税収入×0.75＋地方譲与税等

• 標準的な地方税収入：法定普通税（市町村民税、固定資産税等）、税交付金等

• 収入（見込）額をベースに算出される

基準財政需要額

• 道路や施設の整備、行政サービスなど、自治体の必要経費を算出した額

• 支出実績（決算額）ではなく、支出しようとする額（予算額）でもない

• 人口や面積などの測定単位に測定単位あたりの費用と補正係数を乗して算出

基準財政収入額＜基準財政需要額となる場合、差額である財源不足額を
基準に交付されるものが普通交付税
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＜参考＞普通交付税の仕組み

資料）島根県ウェブサイト
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全国における不交付団体の推移

不交付団体は、リーマンショック後大幅に減少したが、近年は増加傾向に
ある。

資料）ニッセイ基礎研究所 基礎研レター2016.8.5「 地⽅交付税の不交付団体増加が意味することとは」より抜粋

地⽅交付税の不交付団体数の推移（全国）
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全国における不交付団体数と税収の関係

不交付団体と税収の間には相関関係がある。

基準財政需要額は安定的であることから、景気要因によって税収が左右さ
れることが、不交付団体の増減に影響していると考えられる。

資料）ニッセイ基礎研究所 基礎研レター2016.8.5「 地⽅交付税の不交付団体増加が意味することとは」より抜粋

不交付団体数と地⽅税収の推移（全国）
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不交付団体における想定されるメリット・デメリット

主なメリット
税収が増加すれば増加分は全てその地方公共団体で活用可能

• 交付団体の場合、税収が上がれば交付税が削減されるため、トータルで考えた場合、税収増加
分全てが活用できない

ある種のステータス
• 財政力が高い自治体

主なデメリット
臨時財政対策債の元利償還金は、全額自己負担（自己財源）で償還

• 交付団体は地方交付税で全額措置される

町債の元利償還金が基準財政需要額に算入されるものについては、全額自
己負担（自己財源）で償還

• 交付団体は交付税を償還財源に充てることができる

一部、補助率の割落としが発生
• 苅田町では、小中学校の改修工事に関する「学校施設整備事業補助金」（国）により、町内の体

育館と校舎の工事を実施した。通常の補助率は1/3（0.3333…）だが、不交付団体であることから
2/7（0.2857…）とされた

• H16～17年度、千葉県市川市では、「学校施設整備事業補助金」（国）により、小中学校の耐震補
強工事を実施した。通常の補助率は1/3（0.333）だが、不交付団体であることから2/7（0.285）とさ
れた →次頁参照
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＜参考＞千葉県市川市 市議会会議録（2005年９月16日）

市川市財政部長（当時）の発言

本市が不交付団体となっていることのデメリットでありますが、
まず、不交付団体に対しては国の補助制度の中での取り扱い
が異なる場合があります。一例を申し上げますと、（平成）16年
度の２月補正の繰越明許費や17年度当初予算に計上させて
いただいております小中学校の耐震補強工事の財源でありま
す学校施設整備事業補助金は、通常３分の１のところ、財政
力指数が１を超える不交付団体であることから、補助率が７分
の２とされております。また、交付税措置ということで、市債の
元利償還金が基準財政需要額に算入されるもの、例えば学校
や下水道などの施設整備にかかわる市債、あるいは減税補て
ん債などになりますが、交付団体は交付税で償還財源に充て
ることができますけれども、不交付団体の本市は全額自己財
源で償還するということになります。（つづく）
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＜参考＞千葉県市川市 市議会会議録（2005年９月16日）

（つづき）交付団体に比べまして不交付団体は財政状態はよ
いという考え方からでありましょうが、市税収入の大幅な伸び
が期待できない中、不交付団体の本市にあっても、多くの市民
要望、さらに行政課題に対応していかなければならないという
ことは交付団体と何ら変わりがなく、また、地方交付税制度の
大きな役割が地域による税収の偏在を調整するものであると
いうことなどを考えますと、交付団体と不交付団体とで財政上
の取り扱いに差が設けられることは納得できないものを感じる
ところでありまして、不交付団体に対する補助率の割り落とし
や交付税措置のような不合理な財政措置があることについて
は、市にとりましても、あるいは市民にとりましてもデメリットで
はないかな、このように感じているところであります。

http://www.city.ichikawa.lg.jp/cgi‐bin/kaigi.cgi?filename=kaigi_050916.txt&count_c=95
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苅田町と類似する不交付団体の抽出

以後、行政サービスの比較検討を行うため、苅田町と類似の不交付団体を抽出。

データ分析の前に、結論としてどのような抽出基準を設定し、結果を抽出したかを
先に示す

自治体横断で分析できる財政データが2014年度が最新であることから、不交付団
体も2014年度時点（54団体）のもので比較を行った。

【抽出基準】

人口規模が類似している自治体（おおよそ１万人～４万人の範囲内）

町制を施行している自治体

大規模な製造業が立地している自治体

財政状況については類似自治体のほか、良好な自治体も比較対象とする

【抽出自治体】

苅田町に加えて、以下の５自治体を抽出した

①栃木県芳賀町（はがまち） ②埼玉県三芳町（みよしまち）

③静岡県長泉町（ながいずみちょう） ④愛知県幸田町（こうたちょう）

⑤滋賀県竜王町（りゅうおうちょう）

※なお、具体的な行政サービス項目の比較については、データ把握に時間を要するため、第３回会議以降に実施する。
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抽出した不交付団体の概要

①栃木県芳賀町（はがまち）
人口15,189人。宇都宮市に隣接。

2016年度より新鉄軌道（LRT）の宇都宮ライトレールの整備開始予定

ホンダの四輪技術研究所をはじめ、ホンダ系部材メーカーが立地

②埼玉県三芳町（みよしまち）
人口38,456人。埼玉県南部に位置し、関越自動車道が縦断。

自治体内には鉄道駅はないが、ベッドタウン的な開発が進む

③静岡県長泉町（ながいずみちょう）
人口42,331人。静岡県東部に位置し、三島市と沼津市に隣接。

工業の多い地域であり、東レなどの化学繊維や製紙工場などが立地。

④愛知県幸田町（こうたちょう）
人口39,549人。豊田市の南方に位置。

デンソーなどトヨタ系部材メーカーや、ソニー、パナソニック等電機系の企業が立地

⑤滋賀県竜王町（りゅうおうちょう）
人口14,434人。滋賀県南方に位置。

ダイハツのメイン工場が立地するほか、自動車部材メーカーが立地。
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人口の規模

人口規模の大きい市は、関東圏や愛知県に集中している。

資料）総務省「国勢調査報告」

⼈⼝規模の⽐較（2015年）
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人口の増減

54団体中、半数以上の24自治体で人口減少傾向にある。

抽出団体では、芳賀町、三芳町、竜王町で苅田町と同様に減少傾向

資料）総務省「国勢調査報告」

2010〜15年の⼈⼝増減率の⽐較
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産業の構造

苅田町の第２次比率は、54団体中17番目の水準。

抽出団体では、竜王町、幸田町で苅田町よりもやや水準が高い。

資料）総務省「国勢調査報告」

第２次産業就業者数の構成⽐の⽐較（2010年）
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財政力指数

苅田町は、54団体中高い方から26番目の水準。

財政力指数1.2以下の団体が36団体。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

財政⼒指数の⽐較（2014年）
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経常収支比率

苅田町は、神奈川県寒川町についで２番目に高い水準。

54団体中、39団体は90％を下回っており、苅田町は特異に高い水準にある

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

経常収⽀⽐率の⽐較（2014年）
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実質公債費比率

苅田町は、田尻町、竜王町、広野町についで４番目に高い水準。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

実質公債費⽐率の⽐較（2014年）
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将来負担比率

苅田町は、不交付団体中最も高い水準。

54団体中37団体は０％であり、苅田町は特異に高い水準である。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

将来負担⽐率の⽐較（2014年）
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歳入に占める地方税比率

苅田町は、54団体中高い方から35番目の水準。

抽出団体では、幸田町、長泉町の水準が高い。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

歳⼊に占める地⽅税⽐率の⽐較（2014年）
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地方税に占める市町村民税法人分の比率

苅田町は、54団体中高い方から22番目の水準。

抽出団体では、竜王町、幸田町、長泉町の水準が高い。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

地⽅税に占める市町村⺠税法⼈分の⽐率の⽐較（2014年）



24

地方税に占める固定資産税の比率

苅田町は、54団体中高い方から18番目の水準。

抽出団体では、芳賀町の水準が高い。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

地⽅税に占める固定資産税の⽐率の⽐較（2014年）
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福岡県下の市町村の指標比較と
比較対象自治体の抽出2
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自治体間比較の主旨

行政サービスの検討を行うにあたり、比較対象となる自治体を
選定する。

比較においては、県境を越えると制度が異なる可能性がある
こと、遠方の自治体では歴史的・地理的な特性などがイメージ
しづらいこと等から、福岡県下の60の市町村間での比較を行
い、比較対象自治体の抽出を行う

比較は、人口・産業・財政の基本的なデータで行う（総務省「国
勢調査報告」「平成26年度 市町村別決算状況調」を中心に活
用）
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抽出基準と結果

データ分析の前に、結論としてどのような抽出基準を設定し、
結果を抽出したかを先に示す

【抽出基準】
人口規模のバランス（小さい自治体～大きな自治体まで、横断的に比較）

人口が減少トレンドにある

大企業の立地がある（製造業、その他）

歳入に占める固定資産税・法人市民税のウェイトが高い

【抽出自治体】

苅田町に加えて、以下の７自治体を抽出した
①北九州市、②行橋市、③豊前市、④宇美町、⑤久山町、

⑥広川町、⑦吉富町
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人口の規模

県内人口分布は、150万人福岡市から２千人の東峰村までバラツキがある。

苅田町は、県内の町では５番目の人口規模であり、大きい部類に位置する。

資料）総務省「国勢調査報告」

⼈⼝規模の⽐較（福岡県内、2015年）
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人口の増減

人口増加は16自治体で、多くの自治体で人口減少の傾向にある。

抽出自治体では、行橋市を除いて、微減傾向にある。

資料）総務省「国勢調査報告」

2010〜15年の⼈⼝増減率の⽐較（福岡県内）
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産業の構造

苅田町の第２次産業就業者数は、吉富町に次いで２番目に高い。

抽出自治体では、久山町の２次産業比率が低い。

資料）総務省「国勢調査報告」

第２次産業就業者数の構成⽐の⽐較（福岡県内、2010年）
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抽出自治体の企業などの立地の特徴

自治体名 主な特徴

①北九州市 ・製造業のみならず、全国の大企業が立地

②行橋市 ・ローム、安川電機、岡野バルブ等の製造業の工場が立地

③豊前市 ・電機、医療機器、ダイハツ系部品工場、火力発電所等が立地

④宇美町 ・高速道路に近く、製造業や物流関連が立地

⑤久山町 ・大型小売店や物流関連、九州大学の研究機関などが立地

⑥広川町 ・高速道路ICがあり、電機、物流関連が立地

⑦苅田町 ・日産・トヨタの工場及び部品工場、セメント関連の工場が立地

⑧吉富町 ・田辺三菱製薬工場が立地

製造業の生産拠点のほか、流通関連の物流拠点、大型小売店などが立地
している自治体もある

抽出⾃治体の企業などの⽴地の主な特徴
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財政力指数

苅田町は、財政力指数1.11と他と比較しても突出して高い。

その他で財政力指数が高い自治体は、福岡市及び福岡市近郊の人口が
密集しているところに多い傾向にある。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

財政⼒指数の⽐較（福岡県内、2014年）
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経常収支比率

苅田町は、県内で６番目に高い水準にある。

90％を越える自治体は38自治体あり、高止まり傾向にある。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

経常収⽀⽐率の⽐較（福岡県内、2014年）
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実質公債費比率

苅田町は、県内で13番目に位置する。自治体によってバラツキがある。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

実質公債費⽐率の⽐較（福岡県内、2014年）
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将来負担比率

苅田町は、福岡市・北九州市の政令市に次いで高く、他の自治体に比べて
も高い水準にある。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

将来負担⽐率の⽐較（福岡県内、2014年）
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歳入に占める地方税比率

苅田町は、地方税比率が53.6％と、他と比較しても突出して高い。

その他の自治体では、福岡市及び福岡市近郊の人口が密集しているとこ
ろで高い傾向にある。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

歳⼊に占める地⽅税⽐率の⽐較（福岡県内、2014年）
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地方税に占める市町村民税法人分の比率

苅田町は、県内で６番目に高い水準にある。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

地⽅税に占める市町村⺠税法⼈分の⽐率の⽐較（福岡県内、2014年）
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地方税に占める固定資産税の比率

苅田町は、久山町についで２番目に高い水準にある。

資料）総務省「平成26年度 市町村別決算状況調」

地⽅税に占める固定資産税の⽐率の⽐較（福岡県内、2014年）
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